
資料１ 

消防団運営委員会委員名簿 

令和４年１月３１日（月） 

役 職名 氏名 根拠 

委員長 千 代 田 区 長 口 高 顕 ＊１ 

委員 丸 の 内 防 火 防 災 協 会 長 杉 山  博 孝 

＊２ 委員 麹 町 防 火 防 災 協 会 長 青 山  光 憲 

委員 神 田 防 火 防 災 協 会 長 坂 井  重 正 

委員 区 議 会 議 員 小 野  な り こ 

＊３ 

委員 区 議 会 議 員 岩 田  か ず ひ と 

委員 区 議 会 議 員 う が い  友 義 

委員 区 議 会 議 員 山 田  丈 夫 

委員 丸 の 内 消 防 署 長 齊 藤  悦 弘 

＊４ 委員 麹 町 消 防 署 長 久 保 田  幸 雄 

委員 神 田 消 防 署 長 川 原  省 太 

委員 丸 の 内 消 防 団 長 千 葉   太 

＊５ 委員 麹 町 消 防 団 長 平 位  誠 一 

委員 神 田 消 防 団 長 小 林  泰 夫 

 
＊１ 特別区の消防団の設置等に関する条例（東京都条例）第７条第１項の委員長 
 
＊２ 特別区の消防団の設置等に関する条例（東京都条例）第５条第１号の委員 
 
＊３ 特別区の消防団の設置等に関する条例（東京都条例）第５条第２号の委員 
 
＊４ 特別区の消防団の設置等に関する条例（東京都条例）第５条第３号の委員 
 
＊５ 特別区の消防団の設置等に関する条例（東京都条例）第５条第４号の委員 
 
なお、委員の任期については、特別区の消防団の設置等に関する条例（東京都条例）
第６条による。 



各消防団の人員及び可搬ポンプ積載車配置状況    （令和４年１月 31日現在） 

 
人員 可搬ポンプ積載車配置状況 

定数 現員 台数 分団 配置年月日 配置場所 

丸
の
内 

１００名 １０７名 ２
台 

第１分団 令和３年２月１９日 
丸 の 内 消 防 署 

大 手 町 １ － ３ － ５ 

第２分団 平成１９年２月２０日 
有 楽 町 出 張 所 

有 楽 町 １ － ９ － ２ 

麹 

町 

１２０名 １０７名 ３
台 

第１分団 平成２０年３月１３日 
第 １ 分 団 格 納 庫 

平 河 町 ２ － ５ － １ 

第２分団 平成２６年３月７日 
第 ２ 分 団 格 納 庫 

四 番 町 ６ － １ 

第３分団 令和２年２月１４日 
第 ３ 分 団 格 納 庫 

飯田橋３－１３－３ 

神 

田 

１５０名 １２４名 ３
台 

第１分団 平成２６年１月２１日 
第 １ 分 団 格 納 庫 

神田三崎町２－１２－１３

第２分団 平成２５年３月１２日 
第 ２ 分 団 格 納 庫 

神田淡路町２－１０１ 

第３分団 平成１５年３月２０日 
第 ３ 分 団 格 納 庫 

岩本町３－１１－１ 

分団施設状況 

 
分団名 所在 

建築 

年月日 

建物 

構造 

占有 

面積 

借地 

借家 
建物形態 

丸
の
内 

第１分団 

施設なし      
第２分団 

麹 

町 

第１分団 
平河町 

２－５－１ 
Ｈ2 4 . 1 . 3 1 

耐火造 

６／１ 

95.81 

㎡ 
借地 

併設 

(麹町中学校) 

第２分団 
四番町 

６－１ 
Ｈ1 0 . 3 . 2 3 

耐火造 

９／１ 

74.43 

㎡ 
借家 

併設 

(都営アパート) 

第３分団 
飯田橋 

３－１３－３ 
Ｈ 1 2 . 8 . 5 

軽量 

鉄骨造 

２／０ 

49.68 

㎡ 
借家 専用独立 

神 

田 

第１分団 
神田三崎町 

２－１２－１３ 
Ｈ2 2 . 9 . 2 1 

耐火造 

７／０ 

64.35 

㎡ 
庁 

併設 

(三崎町待機宿舎) 

第 1 分団 
神田神保町 

３－１７－４０ 
Ｈ28.10.14 

耐火造 

５／０ 

17.23 

㎡ 
庁 

併設 

（東京消防庁千代

田指定待機宿舎） 

第２分団 
神田淡路町 

２－１０１ 
Ｈ 2 2 . 4 . 1 

耐火造 

４１／３ 

63.84 

㎡ 

借地 

借家 

併設 

(ワテラス) 

第２分団 
神田錦町 

３－２２-２４ 
Ｈ27.４.30 

耐火造 

１７／２ 

35.74 

㎡ 
借家 

併設 

(テラススクエア) 

第３分団 
岩本町 

３－１１－１ 
Ｈ 7 . 3 . 3 1 

鉄骨造 

２／０ 

76.23 

㎡ 
庁 専用独立 

第３分団 
神田佐久間河岸 

４４ 
Ｈ2 2 . 1 1 . 8 

鉄骨造 

１／０ 

18.54 

㎡ 
借地 専用独立 

第３分団 
外神田 

６－１１ 
Ｈ 2 2 . 6 . 1 

軽量 

鉄骨造 

１／０ 

10.0 

㎡ 
借地 

併設 

(町会詰所) 

 

資料２ 



水災時において消防団員が効果的に活動する方策はいかにあるべきか（審議期間:令和２年８月から令和３年７月まで）

特別区消防団運営委員会の答申を踏まえた対応方針について 資 料 ３

対応方針

災害発生状況、気象情報、気象警戒レベル等に応じ
て任務班の編成を考慮し、各消防団において必要な人
員を段階的に招集できる体制及び自宅等での招集命令
に備えた体制づくりの推進

１ 消防署隊、関係機関等と連携した実戦的訓練の推
進

２ 水災時の活動、安全管理に関する教育訓練の推進
３ 東京消防団ｅ－ラーニングシステムコンテンツの
充実

４ AR（拡張現実）やVR（仮想現実）など新たな技
術を活用した訓練環境の検討

１ 特別区消防団の機能移転に関する指針等の検討・
整備

２ 地域特性に応じた各消防団での機能移転計画の検
討、作成の推進

活動体制

１ 災害状況等に応じた招集及び任務班の編成時期

２ 水災活動時の教育訓練及び安全管理

３ 河川越水等による浸水時の機能移転計画

４ 長時間活動などに伴う応援体制

５ 情報収集体制の強化

６ 住民等からの避難所支援の要請対応

装備資機材・分団本部施設

１ 予想を超える水災に対する装備資機材の増強

２ 分団本部施設のスペース等の確保及び機能向上

審議項目 主な答申内容

１

災害状況等に
応じた招集及
び任務班の編
成時期

１ 水防第２非常配備態勢以降の災害状況や気象状況等に応じた、
任務班に必要人員の段階的な招集が必要である。

２ 段階的招集に伴う、招集命令非該当団員の自宅等での出動に備
えた待機体制が必要である。

２
水災活動時の
教育訓練及び
安全管理

１ 消防署隊、区等と連携した実戦的訓練を実施する必要がある。
２ 図上訓練を定期的に実施する必要がある。
３ 水災活動に関する安全管理要領を含めた教育訓練が必要である。
４ 東京消防団ｅ－ラーニングシステムを活用した教育訓練及び同
システムの内容の充実が必要である。

５ 既存の研修での水災に関する安全管理、指揮要領を充実させる
ことが必要である。

６ AR（拡張現実）やVR（仮想現実）技術を活用した訓練環境の
整備の必要がある。

３
河川越水等に
よる浸水時の
機能移転計画

１ 消防署と連動した団本部の機能移転が必要である。
２ 浸水想定区域、過去に浸水被害のあった区域にある分団本部の
機能移転計画の策定が必要である。
・地域特性を考慮した、他の分団本部への移転
・事業所との可搬ポンプ積載車を含めた移転に関する協定締結
・公共施設や町会の集会施設などの施設使用の協定締結

３ 可搬ポンプ積載車、通信機器の優先的な移転が必要
４ 機能移転についての特別区消防団の統一的ガイドラインが必要
である。

Ⅰ 活動体制３‐１ 主な答申内容及び対応方針３‐１ 主な答申内容及び対応方針

２ 審議項目２ 審議項目

１ 諮問事項１ 諮問事項



特別区消防団運営委員会の答申を踏まえた対応方針について

審議項目 主な答申対応

４
広範囲の浸水によ
る長時間活動など
に伴う応援体制等

災害発生状況及び参集状況を踏まえ、人員、資機材、災
害補完隊など隣接する消防団での応援、行政区内応援、方
面内応援の体制が必要である。

５
情報収集体制の強
化

【環境整備・資機材整備】
１ インターネット環境の整備の必要がある。
２ パソコン、タブレット、スマートフォンなどの通信機
器の配置の必要がある。

３ オンライン会議による情報連絡等の必要がある。

【活用方策】
１ インターネットでの災害対応等に必要な各種種情報収
集に活用する。

２ 災害現場、警戒現場での情報収集・情報連絡に活用す
る。

３ 教育訓練に活用する。

６
住民等からの避難
所支援の要請対応

１ 消防団は消防署と緊密に連携した災害対応が最優先事
項であり、避難所運営は区や住民等が実施するものであ
る。

２ 災害発生状況等に応じて、避難所の情報収集、必要な
応急救護及び救急要請の確認を実施する必要がある。

３‐２ 主な答申内容及び対応方針３‐２ 主な答申内容及び対応方針

対応方針

隣接消防団（同一行政区内）での相互応援体制を基
本とした、人的及び物的支援が可能な活動体制の制度
整備による、効果的な消防団活動体制の構築

１ インターネット環境の整備による情報収集・情報
共有体制の強化

２ インターネット環境を活用した、災害活動時等の
双方向の情報連絡体制の構築

３ タブレット端末等の導入による効果的な教育訓練、
訓練指導の推進

４ 早期災害情報システム等の積極的活用の推進

１ 消防署隊と一体となり災害事象及び人命危険のあ
る事象の対応に消防力を集中させ被害の軽減を図る
ことを最優先とし、災害発生状況等に応じ可能な範
囲で避難所での情報収集（災害発生状況、避難者の
人数、避難者の救急要請の有無）、応急救護や救急
要請が実施できる運用体制とする。

２ 消防団の任務や活動について、今後も継続し関係
機関、地域住民等と相互理解に努めるとともに、区
や地域住民からの避難所への要配慮者の避難の要望
や要請に対しては、災害発生状況など総合的に勘案
し、署隊長と消防団長の協議により、署隊長の判断
の下、消防団活動の範囲内で対応する。



特別区消防団運営委員会の答申を踏まえた対応方針について

審議項目 主な答申対応

１

当初の予想を
超える水災に
対する装備資
機材の増強

【新たな資機材整備】
１ 胴付き長靴
２ 水災活動用グローブ（防水グローブ、腕カバー、ゴム
手袋）

３ 排水ポンプ
４ 浸水防止用資機材（ゲル水のう、連結水のう、止水板
など）

５ 水深棒、浮環、ボート
【増強整備】
１ フローティングストレーナ
２ 照明資機材（強力ライト、投光器、防水ライト）
３ フロートロープ
【可搬ポンプ積載車の改良】
１ 可搬消防ポンプだけでなく各種資機材の積載可能な新た
な車両

２ 自動昇降装置付き可搬ポンプ積載車
【可搬ポンプ積載台車の改良】
１ 可搬ポンプだけでなく水防資機材なども積載できる台車
２ 可搬ポンプ積載台車の軽量化

２

分団本部施設
のスペース等
の確保及び機
能向上

１ 女性消防団員に配慮したスペースが必要である。
女性専用前室付きトイレ、女性専用更衣室、女性用

シャワー室
２ 長時間活動時の仮眠スペース・仮眠用資機材（折り畳み
寝台、寝袋）が必要である。

３ 指揮、情報収集スペースの確保が必要である。
・ 指揮拠点スペース
・ 情報収集機器設置スペース

４ 資機材増強スペースの確保が必要である。
・ 可搬ポンプ積載台車保管スペース（積載車配置後）
・ 資機材収納庫
・ 水防倉庫（各分団受け持ち区域内）

５ 室内換気機器等が必要である。
換気設備、空気清浄機、換気用扇風機

３‐３ 主な答申内容及び対応方針３‐３ 主な答申内容及び対応方針 Ⅱ 装備資機材 ・ 分団本部施設

対応方針

１ 新たな資機材の導入による活動力向上を図る。
胴付き長靴、水災活動用手袋等の新たな資機材の

整備
２ 資機材の増強により更なる活動力の向上を図る。

フローティングストレーナ等の増強資機材の整備
３ 新たな車両等の導入による総合的活動力の向上の
検討・検証
・ 災害に応じた資機材を積載可能な小型車両等の
検討

・ 可搬ポンプ積載台車の軽量化又は代替品による
消防団員の負担軽減の検討

１ 女性専用トイレ等の設置により、女性消防団員が
活動しやすい環境整備の推進

２ 長時間活動時に仮眠等が可能なスペースの確保及
び寝袋等の資機材整備の推進

３ 指揮・情報収集のためのスペース等の確保による、
分団本部としての活動拠点の機能強化の検討

４ 部級格納庫の整備及び資機材倉庫等の整備検討に
よる資機材保管スペースの確保

５ 空気清浄機等の設置による、分団本部施設の衛生
管理体制の強化



 

 

資料４－１ 



 

 



















資料５ 

千代田区消防団運営委員会スケジュール 

（担当 丸の内消防署） 

 開催日程等 実施内容 

第１回 
令和４年２月１日（火） 

書面開催 

１ 令和２年度特別区消防団運営委

員会の答申を踏まえた対応方針に

ついて 

 

２ 令和３年度特別区消防団運営委

員会への諮問概要と各消防団の現

況について 

 

３ 今後の審議予定等について 

第２回 
令和４年７月中 

会場及び時間未定 

１ 令和３年度特別区消防団運営委

員会への諮問概要について 

  

２ 答申案の審議 

 

３ 今後の審議予定等について 

第３回 
令和５年２月中 

会場及び時間未定 

１ 千代田区消防団運営委員会答申

（案）の策定 

※ 第２回の開催日及び時間は事務局で調整し、後日お知らせいたします。 

※ 千代田区消防団運営委員会の答申については、令和５年３月末までに東京消防庁防

災部消防団課（事務局）に提出する予定です。 


